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箱 根 町 

令和７年度 

箱根町当初予算の概要 



当初予算額 令和6年度当初予算との比較

令和7年度 令和6年度 増減 増減率（％）

12,544,000 10,847,000 1,697,000 15.6

国 民 健 康 保 険 1,163,000 1,197,000 △ 34,000 △ 2.8

後期高齢者医療 408,000 401,000 7,000 1.7

特 介 護 保 険 1,485,000 1,455,000 30,000 2.1

温 泉 財 産 区 16,000 1,200 14,800 1,233.3

別 宮 城 野 財 産 区 1,100 700 400 57.1

仙 石 原 財 産 区 1,100 3,900 △ 2,800 △ 71.8

会 蛸 川 財 産 区 1,300 1,400 △ 100 △ 7.1

温 泉 154,500 149,000 5,500 3.7

計 育 英 奨 学 金 14,000 20,000 △ 6,000 △ 30.0

小計…② 3,244,000 3,229,200 14,800 0.5

754,000 737,000 17,000 2.3

2,868,000 2,270,000 598,000 26.3

19,410,000 17,083,200 2,326,800 13.6

12,544,000 10,847,000 1,697,000 15.6

  人件費 3,528,000 3,342,000 186,000 5.6

  経常物件費等 3,859,000 3,326,000 533,000 16.0

  事業費 5,157,000 4,179,000 978,000 23.4

※　国の補正予算の活用による「実質的な予算規模」

　・令和6年12月17日に成立した国の令和6年度補正予算（第1号）で措置された

　　財源を活用し、令和7年度以降に実施を予定していた湯本小学校の長寿命化

　　事業を前倒しして、3月補正予算で計上。

（単位：千円）

区　分 令和7年度 令和6年度 比 較

3月補正予算額 557,000 1,232,000 △ 675,000 △54.8%

7年度当初予算
（一般会計）

12,544,000 10,847,000 1,697,000 15.6%

一般会計　合計 13,101,000 12,079,000 1,022,000 8.5%

令和７年度 会計別予算（案）一覧表

公共下水道事業会計…④

（単位：千円）

内
　
訳

会計別

合　計　①+②+③+④

一般会計  計

一般会計…①

水道事業会計…③
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１．歳入予算（款別）

当初予算額

令和7年度 令和6年度

町税 6,446,000 6,378,200 1.1 51.4

使用料及び手数料 455,675 466,018 △ 2.2 3.6

自 財産収入 39,492 44,576 △ 11.4 0.3

主 寄付金 1,013,550 713,850 42.0 8.1

財 繰入金 879,102 518,785 69.5 7.0

源 繰越金 100,000 100,000 0.0 0.8

その他（Ａ） 188,817 229,736 △ 17.8 1.5

小計…① 9,122,636 8,451,165 7.9 72.7

国庫支出金 898,809 376,604 138.7 7.2

依 県支出金 521,140 473,981 9.9 4.2

存 ｺﾞﾙﾌ場利用税交付金 105,000 105,000 0.0 0.8

財 地方交付税 30,000 30,000 0.0 0.2

源 町債 1,276,400 798,600 59.8 10.2

その他（Ｂ） 590,015 611,650 △ 3.5 4.7

小計…② 3,421,364 2,395,835 42.8 27.3

12,544,000 10,847,000 15.6 100.0

※　四捨五入の関係から、構成率の各項目の合計と合計（小計）欄の数は一致しない場合があります。

自主財源  その他（Ａ）  計 188,817
分担金及び負担金 18,165
諸収入 170,652

依存財源  その他（Ｂ）  計 590,015
地方譲与税 48,115
利子割交付金 1,000
配当割交付金 12,900
株式等譲渡所得割交付金 14,000
法人事業税交付金 88,000
地方消費税交付金 410,000
環境性能割交付金 11,000
地方特例交付金 2,000
交通安全対策特別交付金 3,000

合　　計　①+②

令和6年度
当初予算との
増減率（％）

令和7年度
構成比（％）

款　　別

         （単位：千円）
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２．町税予算（税目別）

当初予算額

令和7年度 令和6年度

町民税 932,800 840,100 11.0 14.5

固定資産税 4,660,400 4,667,700 △ 0.2 72.3

軽自動車税 32,900 32,100 2.5 0.5

町たばこ税 155,400 155,600 △ 0.1 2.4

入湯税 664,500 682,700 △ 2.7 10.3

合　　計 6,446,000 6,378,200 1.1 100.0

※　四捨五入の関係から、構成率の各項目の合計と合計欄の数は一致しない場合があります。

３．歳出予算（款別）

当初予算額

令和7年度 令和6年度

議会費 120,804 119,640 1.0 1.0

総務費 2,468,239 2,228,244 10.8 19.7

民生費 1,902,890 1,792,248 6.2 15.2

衛生費 2,998,959 1,595,379 88.0 23.9

農林水産業費 149,065 139,324 7.0 1.2

観光費 790,913 893,287 △ 11.5 6.3

土木費 690,913 734,668 △ 6.0 5.5

消防費 1,220,647 1,051,094 16.1 9.7

教育費 1,173,778 1,184,163 △ 0.9 9.3

災害復旧費 26 26 0.0 0.0

公債費 826,900 864,000 △ 4.3 6.6

諸支出金 180,866 224,927 △ 19.6 1.4

予備費 20,000 20,000 0.0 0.2

合　　計 12,544,000 10,847,000 15.6 100.0

※　四捨五入の関係から、構成率の各項目の合計と合計欄の数は一致しない場合があります。

         （単位：千円）

         （単位：千円）

税 目 別

款　　別
令和7年度

構成比（％）

令和6年度
当初予算との
増減率（％）

令和6年度
当初予算との
増減率（％）

令和7年度
構成比（％）
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４．歳出予算（性質別）

当初予算額

令和7年度 令和6年度

3,528,000 3,342,000 5.6 28.1

446,998 423,939 5.4 3.6

826,900 864,000 △ 4.3 6.6

4,801,898 4,629,939 3.7 38.3

　補助事業費 1,055,277 203,405 418.8 8.4

　単独事業費 1,027,970 1,047,370 △ 1.9 8.2

　県営事業負担金 0 0 0.0 0.0

2,083,247 1,250,775 66.6 16.7

0 0 0.0 0.0

2,083,247 1,250,775 66.6 16.7

3,399,408 3,096,466 9.8 27.1

199,970 281,894 △ 29.1 1.6

1,331,164 802,199 65.9 10.6

0 0 0.0 0.0

64,283 112,589 △ 42.9 0.5

54,846 83,973 △ 34.7 0.4

589,184 569,165 3.5 4.7

　予備費 20,000 20,000 0.0 0.2

5,658,855 4,966,286 13.9 45.1

12,544,000 10,847,000 15.6 100.0

※　四捨五入の関係から、構成率の各項目の合計と合計（小計）欄の数は一致しない場合があります。

その他

　物件費

　繰出金

令和6年度
当初予算との
増減率（％）

　人件費

　扶助費

　災害復旧事業費

       （単位：千円）

合    計　①+②+③

　貸付金

　積立金

　維持補修費

　補助費等

小計…③

　投資及び出資金

投資的経費

小計…①

令和7年度
構成比
（％）

性 質 別

義務的経費

小計…②

　普通建設事業費

　公債費
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４事業 1億 3,831 万円

№

４事業 6億 8,559 万円

№

1

【新規】
　多文化共生推進事業

外国人住民が増加傾向にある中、日本語を学ぶ機
会を提供している「日本語カフェ」の支援を行
う。令和７年度は仙石原地域に加え、湯本地域へ
も拡充して実施する。

48 万円

町民課

 ２　未来を拓く人材が育ち、町民相互に高めあうまちづくり

　箱根に愛着を持ち、未来を拓く人材を育てるとともに、学んだことを地域で生かし、自己の能力を
最大限発揮することができる社会づくり、人権を尊重し、交流によってお互いに高めあう社会づくり
を進めることを目指します。

事業名（所管課） 事　業　内　容　（重点ポイント） 事業総額

4
　母子保健推進事業

妊娠期から幼児期までの心身の健康管理及び安心
して子育てができる土台づくりを推進する。新た
に新生児期の1か月児健康診査費用の助成を実施
して、出産後から就学前までの切れ目ない健康診
査の実施体制を整備する。

840 万円

子育て支援課

3
　子育てシェアタウン推進事業

令和4年度に開始し、町内における子育て支援の
担い手発掘・育成等が順調に進んでいる中、民間
企業との協働や情報発信を強化するなどして、結
婚、妊娠・出産、そして子育てに温かいまちづく
りの機運醸成を図る。

1,200 万円

子育て支援課

令和７年度　6つの基本目標・重点事業　

 将来像の実現に向けて６つの基本目標を定め、まちづくりを推進します。

　 この６つの基本目標のもとに３６の施策を展開し、将来像であります
「 やすらぎとおもてなしのあふれる町－箱根 」を目指してまいります。

重点事業総額（27事業、28億9,645万円）
※うち令和6年度3月補正予算計上額：5億5,700万円

1　皆が支えあう、誰もが元気なまちづくり

2

【新規】
  (仮称)温泉地域診療所建設事業

温泉地域の地域医療体制を維持するため、新たな
医療機関の開業に向け、診療所施設を令和７～８
年度の２か年かけて建設する。
（令和７～８年度継続費）

9,503 万円

保険健康課

　町民が年齢や性別、障がいのあるなしにかかわらず住み慣れた地域で安心して生活できるよう、福
祉や医療のサービス提供とともに地域住民による支えあいの活動を支援することを目指します。

事業名（所管課） 事　業　内　容　（重点ポイント） 事業総額

1

【新規】
　物価高対策高齢者買物支援事業

令和6年度から開始した移動スーパーの取組みを
基盤に、国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時
交付金を活用して65歳以上を対象にチャージ済
みの電子マネーカードを配付して、高齢世代の買
い物支援と併せてキャッシュレス決済の利用促進
を図る。

2,288 万円

福祉課

将来像：やすらぎとおもてなしのあふれる町－箱根将来像：やすらぎとおもてなしのあふれる町－箱根
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№

５事業 2億 9,544 万円

№

5

 管路施設建設改良事業
 第３号公共下水道（湯本処理区）

第1号公共下水道（強羅処理区）、第２号公共下
水道（仙石原処理区）に続き、第３号公共下水道
（湯本処理区）における面整備に着手（第１工
区）する。

2,000 万円

上下水道温泉課

4
　宮ノ下駐車場整備事業

令和4年度に実施した建物設備の診断結果及び令
和5年度に実施した長寿命化改良工事の設計に基
づき、宮ノ下駐車場の長寿命化改良工事を複数年
に分けて実施する。

1億4,132 万円

都市整備課

3
　橋りょう長寿命化改修事業 湯本滝通りに架かる弥栄橋について、保全改修工

事を令和６～７年度の２か年かけて実施する。
3,300 万円

都市整備課

2
　町道箱1号線道路改良整備事業 芦ノ湖畔の周遊道路として多くの観光客に利用さ

れている箱１号線において、歩道の整備及び車道
の改良工事を引き続き実施する。

8,850 万円

都市整備課

1
　住みたいまち箱根推進事業

箱根で働いている若い人たちが、働き続け、結婚
し子どもを産み育てられるように、若者世帯や新
婚世帯向けの住宅取得補助制度や民間賃貸住宅家
賃補助制度などで支援するほか、滞在・交流施設
cotohaを活用した移住者との交流会や移住相談
会等を実施し、移住・定住へ繋げる。

1,262 万円

企画課

 ３　誰もが住みたくなる、より良い生活環境のまちづくり

　道路や住宅環境の整備、環境衛生の推進などにより、箱根に住みたいと思える環境づくりを目指し
ます。

事業名（所管課） 事　業　内　容　（重点ポイント） 事業総額

4
　箱根旧街道保護対策事業

令和５～14年度にわたる史跡箱根旧街道整備計
画に基づき、令和7年度は畑宿千鳥橋上地区にお
いて埋没している石畳の発掘調査及び露出整備に
向けた法面工事を実施する。

1億 11 万円

生涯学習課

3
　学校施設長寿命化事業

湯本小学校の校舎及び屋内運動場について、長寿
命化改良工事を令和６～７年度の２か年かけて実
施する。
（令和5～7年度継続費）

5億5,700
 

※令和6年度3月

補正予算計上額

万円

学校教育課

事業名（所管課） 事　業　内　容　（重点ポイント） 事業総額

2

　学校給食無償化事業
　（小学校費、中学校費）

子育て支援策として小中学校の児童生徒の給食費
を一律無償化し、子育て世代の家計負担を軽減す
る。なお、食材価格の上昇等に対応するため、令
和７年度から一食あたりの単価を引き上げる。

2,800 万円

学校教育課

- 6 -



５事業 11億 9,442 万円

№

４事業 7,047 万円

№

3
　箱根DMO支援事業 箱根ＤＭＯが取り組むユニバーサルツーリズム、

観光DX、そして人材確保プロジェクト等に必要
な支援を行い、HOT21観光プランを推進する。

3,400 万円

観光課

2
　インバウンド観光推進事業

箱根で生活する人々の魅力や文化等ローカルな情
報を英語園で人気のウェブサイトに発信し、さら
なるインバウンド観光の誘客促進を図る。また、
台湾とベトナムへ海外セールスプロモーションに
出掛け、誘客とともにリクルート活動を行い、人
材確保にもつなげる。

692 万円

観光課

1
　誘客宣伝事業

FMヨコハマとの連携により、横浜地内でデジタ
ルサイネージ広告等を流すほか、町内でＦＭ番組
の公開放送と連動させながら、はこね親善大使を
起用した「（仮称）HAKONE Natsu Fes ～夏
フェス～ 2025」を開催するなど、首都圏からの
誘客促進を図る。

2,611 万円

観光課

 ５　癒しと文化を提供する観光産業づくり

　多くの人々に安らぎとうるおいをもたらし、伝統文化や歴史が感じられ、世界から目標とされる国
際観光地づくりを進めることにより、観光産業の更なる発展につなげることを目指します。

事業名（所管課） 事　業　内　容　（重点ポイント） 事業総額

5
　消防情報機器等整備事業 消防救急デジタル無線共通波設備を更新し、大規

模災害時における県内外の応援及び受援等、安
全・迅速な消防活動の充実・強化を図る。

1億2,841 万円

消防本部

4

　救急業務高度化推進事業
　（消防施設費）

消防署本署の高規格救急自動車を更新する。令和
6年度に更新した箱根分署の車両と同様に、山岳
地形である本町の特性等を踏まえ、傷病者をより
安全に搬送できるように電動式ストレッチャーを
搭載する。加えて、患者室窓の遮蔽に調光式フィ
ルムを新たに採用する。

4,597 万円

消防本部

3
　ごみ処理広域化推進事業

令和７年10月の足柄下郡可燃ごみ焼却共同処理
開始に向け、可燃ごみ中継施設及び剪定枝等ス
トックヤードの整備工事を適正かつ円滑に進め
る。
（令和5～8年度継続費）

10億323 万円

環境課

2
　木造住宅耐震化補助事業

能登半島地震で多くの木造住宅が倒壊しているこ
とを踏まえ、令和6年度に木造住宅耐震改修費補
助金を上げたこと引き続き、7年度は新たに除却
経費に対する補助制度を創設する。

180 万円

都市整備課

1
　地震等災害対策事業

災害用備蓄品・資機材等の更新を行うほか、初動
対応避難所用物品（ファーストミッションボック
ス）の配備箇所を拡充する。また、Jアラート受
信機を新型受信機へ移行することにより、町民の
安全・安心を確保する。

2,001 万円

総務防災課

 ４　環境にやさしく、安全・安心なまちづくり

　町の財産である自然環境を大切にし、環境負荷の少ない循環型社会の形成、事故や災害に迅速に対
応できる安全なまちづくりを目指します。

事業名（所管課） 事　業　内　容　（重点ポイント） 事業総額
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№

5事業 5億 ７２２ 万円

№

5

【新規】
　立地適正化計画策定事業

都市全体の観点から都市機能や居住の立地等の適
正化を図るため、都市再生特別措置法に基づく包
括的なマスタープランである立地適正化計画を令
和７～８年度の２か年かけて策定する。

650 万円

都市整備課

4
　地域コミュニティ活性化事業

地域コミュニティ活性化の課題となっている、高
齢化・担い手不足、組織間連携不足、住民参加の
消極化の解決に向け、地域コミュニティの核とな
るキーパーソンを養成するため、「コミュニティ
マネジメント塾」を開催し、伴走支援する。

250 万円

町民課

3
　ふるさと納税促進事業

本町へのふるさと納税を促すため、新規ポータル
サイトや魅力ある返礼品の拡充に努めるととも
に、幅広い層への制度周知や寄付意欲高揚に努
め、箱根ファンの拡大、地域活性化および産業振
興を図る。
（寄付見込額：10億円）

4億8,500 万円

財務課

2
　第７次総合計画等策定支援事業

令和9年度からスタートさせる次期総合計画：箱
根町第7次総合計画、並びに第3期まち・ひと・
しごと創生総合戦略を令和7～８年度の２か年か
けて策定する。

806 万円

企画課

1
　デジタル化推進事業

箱根町デジタルを活用したまちづくり推進条例に
基づく、デジタル未来宣言及びＤＸ推進計画に則
り、デジタル化全般について調整をはかり、DX
を推進する。デジタルの利便性を享受する基本
ツールとしてスマートフォン教室、LINE教室を
実施するほか、町公式LINEの機能強化を図る。

516 万円

企画課

 ６　行政の効率的経営と官民協働体制の強化

　限られた行政資源を効率的・効果的かつ計画的に配分しながら、健全な行財政運営を行っていくと
ともに、協働のまちづくりを更に進めることを目指します。

事業名（所管課） 事　業　内　容　（重点ポイント） 事業総額

事業名（所管課） 事　業　内　容　（重点ポイント） 事業総額

4
　日本遺産箱根八里誘客宣伝事業

日本遺産箱根八里を共に構成する静岡県三島市他
と共同で国際イベントである大阪・関西万博へ出
展する。箱根大名行列の衣装着用や箱根寄木細工
づくり等を体験してもらい、国内外の幅広い層へ
箱根八里の魅力を積極的に周知する。

344 万円

観光課
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